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対象地域

現地調査対象国はケニア、コートジボワール、セネガルの3か国、デスクトップ調査のみの対
象はナイジェリア、ガーナ、エチオピア、ザンビア、マダガスカルの5か国（入れ替えも可）

■ 現地調査対象3ヵ国
■ 展開可能性5カ国

凡例：
国名
人口
一人当たりGDP
モバイル保有数（100人当たり）

マダガスカル
2,626万人
528米ドル
41%

セネガル
1,585万人
1,522米ドル
104%

コートジボワール
2,507万人
1,716米ドル
135%

ナイジェリア
1億9,587万人
2,028米ドル
88%

ケニア
5,139万人
1,711米ドル
96%ガーナ

2,976万人
2,202米ドル
138%

エチオピア
1億922万人
772米ドル
36%

ザンビア
1,735万人
1,540米ドル
89%

農業デジタル化先行事例
日本企業進出多数

アフリカ外交の中心
商品取引市場が機能

バニラや丁子等の生産地
デジタル化は主要作物から

近年農業に注力
治安の安定した内陸国

西アフリカのハブ
４Gカバー率が高い

カカオ等輸出力のある作物
農業デジタル化へ積極的

多様な農業生態系
モバイル保有率高い

経済・人口大国。日本向け
ゴマの最大輸出国

アグリビジ
ネス調査

アグリビジ
ネス調査

アグリビジ
ネス調査

FVC調査

FVC調査

FVC調査

FVC調査

https://n.freemap.jp/data/2020/05/07/20200507_13523551696.png
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本調査の目的

アフリカビジネス協議会農業ワーキンググループ 「アフリカ農業イノベーション・プラットフォー
ム構想」をうけ、「農業デジタル化基盤構築」を具体化する

背景、目的と調査の内容

目的  アフリカにおける農業デジタル化基盤構築事業の形成に必要な情報を収集し、
本邦企業参入を前提とした事業案を現地確認するとともに、民間連携スキーム
等を含むJICAによる支援の方向性を検討する

調査
内容

 関連する法規制やインフラ環境、農家・農家組織の実態整理

 期待される具体的なインパクトと金融・流通等の関連サービスとの連携可能性、
本邦民間企業の参入条件及び留意点の整理

 農業デジタル化基盤構築にかかる事業コンセプト案の検討

 事業コンセプト案を踏まえた本邦民間企業からの事業提案の募集・選定・事業
化検証
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本調査の進め方（計画）

現下の状況に鑑みリモート調査で実態把握を進め、現地調査は10月以降に想定
調査結果を踏まえた事業案の公募を行い来年5月頃、現地での事業説明会を開催する

新型コロナ感染拡大は、農業のサプライチェーンにも大きな影響を与えたとみられる。バリューチェーンの効率化、農家
の生産性向上、食料安全保障等の観点からデジタル化ニ―ズも加速する可能性。

年

月

区分

報告書

調査内容

5

2021年2020年

3 4

対本邦企
業

11 12 1 24 5 6 7 8 9 10

第1段階 第2段階 第3段階 第4段階

6 7 8

【2】電子取引実態の概要調査

【3】文献レビューによる情報整理

【4】第2段階調査項

目リストの作成

【5】第3段階、第4段階

の調査計画の策定

【6】本邦企業向け説明

会の開催

【7】インセプションレポートの

説明

【8】関連政策、方針の

実施体制

【9】農村部及び関連企業

へのヒアリング調査

【11】情報整理及び

事業コンセプト案作成

【13】本邦企業向け説明会

の開催及び事業案の公募

【14】現地確認調査の

実施計画策定
【15】現地確認調

査の実施

【16】現地セミナーの

中間報告書
インセプション

レポート
最終報告書

（案）
最終報告書

現地調査 現地調査

事業案（5件）選定

官民協議会 官民協議会

対象3ヵ国 対象2ヵ国

対象8ヵ国

本邦企業の

意向反映

アフリカ地域

調査結果を踏まえた

仮説検証

農家組織 市場アクセス

デジタル活用現地企業

→実態確認・他ドナー支援動向
【12】事業公募概要

の検討
事業案毎の検証項目・

関連ステークホルダー

洗い出し

農業デジタル化基盤の条件、

構築時のボトルネック・リスクの仮説形成

業務計画書
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デジタル基盤（プラットフォーム）の構想／仮説 -1-

デジタル農協（＝農家の生産性向上）を推進するプラットフォーム「A」をベースに、バリュー
チェーンを構成する多様な企業が参加して持続的成長を志向する「B」、という２層を想定

仲買人

農家
農家
農家

農家

農家

農家

農業法人

大規模農家

コマーシャルサイズの
農民組織

大規模農家

農業法人

農民組織・組合

有人
ステーション

農地、農機、
施設

苗、種 農業生産
収穫後
処理

卸売、物流、
加工

小売り
輸出

組合経営管理

農機、部品、レンタル

種・苗、肥料、農薬
個人、地場市場、

スーパー

輸出商社

認証

政府認証機関等

気配値の要請

ERP

FINTECH:  電子マネー、決済・送金、サプライチェーン金融、ABL、貿易金融

GAP
GGAP
ハラル
AfCFTA, etc.

トレーサビリティ

スコアリング 生活支援, 家計管理

金融、保険

農産品のスポット販売

契約ベースでの販売

IOT、スマート農業

精米、パッケージ

輸送、加工企業、卸売

農家への情報（市況、
土壌、天候、疫病等）

オークションによるマッチング、
仲介、相対交渉

ABL:アセットベースト・レンディング（在庫、売掛金等を活用した金融）
マッチング：売り手と買い手を仲介する仕組み

短期的に実現したい

成長ビジネスとして育てていく プラットフォームB

プラットフォームA
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デジタル基盤（プラットフォーム）の構想／仮説 -2-

プラットフォームAは市場・情報や金融へのアクセス、農家組織の体制強化等を支援
BはAと連携してホールセールの機能を担い、FVCの高付加価値化やデータ事業化を目指す

•農法の共有･生産出荷時期調整等に向けたコンテンツを音声やビデオで共有。プッシュとプ
ルの機能をセット。

• マーケティング（販売の選択肢）や技術的情報、政府施策情報、廃棄予定作物の
活用（組織内・外）に関する情報の共有

メンバー間の情報共有

•経理･会計、会員管理、組合への出資管理、意思決定支援などを担う。ERP等サード
パーティのサービス活用を検討。

•会員のスコアリング機能：家計管理や生活支援、会員間の公正な権利義務のチェック、
金融利用時の格付に使用

管理･会計･ガバナンス

•地域ラジオ局との連携等（例：Farm Radio International）

意見集約・発信

•福祉、副業支援、教育支援、能力開発などのメニューの情報提供・申し込み
（NGO CARD等の機能参照）

生活支援

•農家･農協(小規模)は複数の仲買人との間で気配値を授受
• コンファーム、契約、決済にいたるプロセスを管理

マッチング取引

• コモディティ（作物別）の市況、天候、疫病等の情報の周知・アクセス提供

情報提供支援

•地方の各市場の価格情報等を収集し、データベースへインプット。各地の農家等を調
査員に任命、調査用アプリの操作や価格の見方等を研修で学習してもらう。

情報収集

• プラットフォーム上の取引の決済、個人間送金、運転資金（マイクロ・サプライチェーン
金融）、農機や施設の設備資金、農業保険、融資に関する信用保険など

金融

• オークション方式：品質が比較的均一なコモディティを対象に、売り手、買い手が価格または数量のみ
提示しマッチング

• クオート方式：個別の条件、あるいは大口の取引を行いたい等の場合、価格や量のクオートを提示し
相対で交渉

•契約取引：大手バイヤーが仲買人、大手農協・農家と作物別の交渉を行う情報掲示板

マッチング

•農業生産に係るサプライヤー（種子・肥料、農機、収穫後処理、輸送、倉庫等）が主に農協、大
手農家を対象に取引

マーケットプレイス

•電子マネーと送金、銀行決済・送金／サプライチェーン金融、輸出金融／農業保険、マイクロ農業
保険・信用保険

金融・保険

•倉庫業者と金融業者が倉荷証券（Warehouse Receipt）による金融サービスを提供する

倉庫金融

•主な輸出対象国の規制や買い手の情報へのアクセス支援
•認証チェック・書類作成支援
•国内向け認証・国内GAP、大手スーパー・ホテルの調達条件

輸出支援

•農協のERPシステム、トレーサビリティ・アプリ、マッチング及びマーケットプレイスでの取引情報の
データをデータウェアハウス（DWH）に蓄積する。

フードチェーン情報収集

• コモディティ（作物別）の市況、天候、疫病、地域別の消費動向等の情報を収集しGPS情報に
紐づけてDWHへ蓄積

外部情報収集

• DWHに各アプリがアクセスし、データ集計・集約や分析を行い、ユーザーへ提供する。

情報利用

組
織
の
体
制
強
化

連
携

連
携
共
有

市
場
・
技
術
へ
の
ア
ク
セ
ス
強
化

金
融
ア
ク
セ
ス
強
化

プラットフォームA プラットフォームB

連
携
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本調査後半、公募時点での情報提供イメージ： ①事業コンセプト

プラットフォーム（特にプラットフォームA）の仕様、連携するパートナーの候補、参加者が
順守すべきルール等を含めて具体的な事業コンセプトのパーツを提示する

1. 対象とするデジタル化基盤の機能と範囲（※）

2. 実施運営体制や連携先候補

3. 参加者が順守すべきルール

4. 想定参加者のリスト

5. 利用可能な既存の農業デジタルサービスやアプリ・インターフェース（携帯電話やスマートフォン等）
一覧

6. デジタル農協（プラットフォームA）のデータ・ウエアハウスの想定基本項目

7. 利用可能な外部データ（統計や天候データ）

8. 事業開始に際して必要な農家向け研修、など

（※） 取引マッチング、価格情報の掲示、共同調達・協調生産・共同出荷に必要な農家コミュニケー
ションや伝達、農協経営管理（ERP）、データフィード（外部の統計や天候データなど）、独自の価格
データ収集、農家のスコアリング、インターフェース（携帯・スマホ・PC）、農家向けプッシュ・プル機能、など
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本調査後半公募時点での情報提供イメージ： ②JICA既存案件との連携

JICAの支援プロジェクト（市場志向型農業振興（SHEP）アプローチや、国産米振興プ
ロジェクト等）と連携することでスムーズに立ち上げ、これをモデルとして広域展開する

 JICA支援の対象となっている小規模農家や生産組合員は市場志向性等の意識改革がある程度進んでいる。

コートジボワール国産米振興プロジェクトとの連携イメージ
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本調査で行う情報整理

デスクトップ調査、現地調査を経て、現地で活用しうるリソース（アプリやパートナー、推進
政策）と、事業化に際しての必要条件・留意点などを取りまとめる

本邦企業から関心事業分野、現地農業ビジネスのポテンシャル等を確認して調査項目に反映したい

（ア）関連政策、方針、実施機関

（イ）各国支援の最新動向とJICA
の開発協力事業との関連性

（ウ）関連法、規制、制度等

（エ）農家組織に関する基礎情報

（オ）ICT分野の基礎情報

（カ）対象国における本邦民間
企業の活動状況

各国のICT政策、農業政策

JICAの開発協力実績

各国のプラットフォーム提供機能関連
制度：促進要因とボトルネック

各国の農家の規模、生産、取引、組
織化の実態

各国の通信、情報共有等の制度や
インフラ、プレーヤー

日系企業の関心分野
With/after CORONAの展望

2. 調査対象地域に関する文献調査

1. アフリカ農村地域における電子取引実態の概要調査

（ア）国際機関、マルチ/バイ・ドナー、民間企業、NGO等による農業分野・
農村地域対象の、電子決済や電子取引の事業

（イ）ICTサービスを提供する事業者の基本情報や資本関係等

事業化に向けた必要条件・留意点

現地で活用しうるリソース等

既存の現地ICTアプリやプラットフォーム事業のリスト

現地ICT事業者（デバイス、ネットワーク、アプリ、プ
ラットフォーム）のリスト

提携を想定する政府機関、農業関係事業者の
リスト

活用可能な現地政府の政策や、改善を提言すべ
き施策

農業デジタル化基盤が農業ビジネス拡大に貢献
しうる条件

法規制・インフラ等による制約条件

デジタル化基盤で生じうる悪影響
（不利益を被るプレーヤー）

3.現地調査で具体化・絞り込み
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アフリカ農村地域における電子取引実態の概要調査：暫定的な整理

アフリカの小規模農家を対象とするデジタル化基盤・アプリは全体として図のようなアプリ、
参加プレーヤーで構成されている。図の機能の一部を担う基盤・アプリは多数存在する

※本調査ではJICA支援対象農家を想定。
例：ケニアSHEP PLUS18カウンティ、約4,300農家

農家情報とID

API

DWH

サプライチェーン
/ERP

マーケット・
リンケージ

農家支援
アドバイス

MNO/電子マ
ネー・ウォレット

EC/商品取引所

農業サプライヤー
アグリゲーター

コンテンツ・プロバイダー ファイナンス・サービス

基盤・アプリ開発 基盤運営コンソーシアム

種苗、肥料、農薬・除草、農機
サービス（シェアード）、運輸、倉
庫、コールドチェーン

ディーラー、卸売市場、食品加工、小売

フィールド・エージェント

農家

NGO、ドナーによるプログラム

気象、害虫・病害、土壌、農学・農法、
栄養、教育、オフグリッド・ソーラー、
Pハーベスト機器、ラジオ、オフライン研修

GPS、機械学習

USSD、IVR、機械学習

衛星、GPS、ドロ－ン、センサー

USSD、機械学習

MNO、農村代理店、銀行、マイク
ロファイナンス、保険、ファクタリング、
倉庫金融、クラウドファンディング

IT企業、MNO

ドナー

財団、社会的企業、政府関係機関

生産地卸売市場の価格

MNO、IT企業、財団、社会的
企業、NGO、政府

農業・食品VC
インテリジェンス

複数のプラットフォーム・
エコシステムを融合
政策その他への活用

クラウド・
ファーミング

参加プレーヤー

アプリ・デジタル基盤

将来像

図の全体を包含するような「スーパープラットフォーム」は現存しない

出典：「The Digitalization of African Agriculture Report 2018-2019 (CTA)」で
言及する事例を中心に調査

農村地域

トレーサビリティと認証評価モデル

USSD：GSM携帯電話の通信プロトコル

IVR：コールセンターの音声、データ連携の仕組み

MNO：移動体通信事業者

API：アプリケーション・プログラミング・インターフェース

斜字体：使用されている技術等
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コンサルタント・チーム

6名のコンサルタント全員向けのグループメールアドレス：
africadigital@ntc-i.co.jp

担当業務 氏名

業務主任者／事業計画 鶴谷 学 m.tsurutani@ntc-i.co.jp

副業務主任者／金融・流通１ 星 誠 m.hoshi@ntc-i.co.jp

金融・流通２ 安井 哲雄 2t-yasui@wba.co.jp

農業／農民組織 桑原 恒夫 t.kuwahara@ntc-i.co.jp

ICT利活用に係る調査 高鹿 初子 h-kouroku@wba.co.jp

ICT分野の開発戦略 名取 雅彦 m-natori@minds-
eye.co.jp


